
地球温暖化防止実行計画

　平成30年11月

エナテックス株式会社



1 提出区分

新規　　・　　更新

2 事業所の概要等

事業所の名称又は名称

主たる事業所の所在地

主たる事業の内容

担当部署 管理部

担当者役職 部長

担当者氏名 三尾　雄太

電話番号 076-291-2121

FAX番号 076-292-2626

E-Mail mio@enetecs.co.jp

3 計画の目的

4 計画の対象範囲

5 計画期間

2018年度～2022年度

各種板紙の製造及び貼り合わせ加工
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事業の業種

連絡先

（ホームページでは
非公開とします）

環境に配慮した事業活動を推進すべく具体的な目標・手段及び推進体制を定め、それに基づ
いた温室効果ガスを削減することにより、温暖化対策を進める。省エネ商材の販売企業として、
温暖化対策を推進するとともに、持続可能な循環型企業を目指す。

本社社屋

エナテックス株式会社

金沢市間明2丁目259番地2

　１　小売・卸売・サービス業　　　　２　情報・金融業

　３　建設業　　　　４　運輸・環境業　　　　５　製造業

　６　その他　（　　　　　　　　　　　）

(実行計画策定の目安)
短期目標：2020年に2013年度比△12％
中期目標：2030年に2013年度比△28％
長期目標：2050年に2013年度比△80％



6 基準年度（計画前年度）のＣＯ２排出状況　（平成29年度）

※排出係数は、2013年度（平成25年度）に固定する。

燃料等区分 使用量
CO2

排出係数
CO2排出量
（kg-CO2）

CO2排出割合
（％）

電　気 （kwh） 45,692 0.63 28,786 33%

ガソリン　（L) 11,516 2.32 26,717 30%

軽　　油　（L) 9,831 2.58 25,364 29%

灯　　油　（L) 3,029 2.49 7,542 9%

A 重 油　（L) 0 2.71 0 0%

都市ガス　（㎥） 0 2.29 0 0%

液化天然ガスLPG(kg） 25 5.97 147 0%

88,556 100%

7 事業の中で排出される温室効果ガスの主な排出原因

8 CO2排出量削減目標

※削減対象は、上記６に記載する燃料等のエネルギー起源二酸化炭素排出量とします。

Ａ　ＣＯ２総排出量による目標設定　（原単位の場合は空欄）

B　原単位によるＣＯ２総排出量の目標設定　（原単位以外の場合は空欄）

-2-

基本的には、事務所の空調と暖房、営業車の燃料が排出ガスの要因になっております。

西暦 西暦 西暦 西暦 西暦

2018 2019 2020 2021 2022

CO2排出量 （kg-CO2） 86,785 85,014 83,243 81,472 79,701

対基準年度削減目標 2% 4% 6% 8% 10%

区　　　分

西暦 西暦 西暦 西暦 西暦

FALSE FALSE FALSE FALSE FALSE

CO2排出量 （kg-CO2） FALSE FALSE FALSE FALSE FALSE

対基準年度削減目標 FALSE FALSE FALSE FALSE FALSE

原単位に用いた指標

上記指標を設定した理由

区　　　分



9 CO２排出量削減に向けての具体的な取組内容

10 その他の環境に関する取組

【廃棄物の排出削減】

2,640 ）kg

　　　　　通年取組事項

　　　　・廃棄物管理票（マニフェスト）の管理を徹底する。

　　　　・廃棄物の分別を細分化し、置き場所の整備を徹底する。

【紙の使用量削減】

15,600 ）枚

　　　　　通年取組事項

　　　　・OA用紙の裏面を活用する。

　　　　・社内メールを活用しペーパーレス化を図る。

　　　　・ミスプリントを削減するためにリセットボタンを設定する。（複合機の更新）

　　　　・会議資料の簡素化を推進する。

【水の使用量削減】

566 ）㎥

　　　　　通年取組事項

　　　　・手洗いのフラッシュバルブの調整による節水。

　　　　

（環境保全活動の推進）

　・社屋周辺の清掃活動を継続的に実施する。

　・街並み環境緑化等の美化活動に積極的に参加する。

　　　 　　2017年度（基準年）の排出量：（

　　　2017年度（基準年）の使用量：（

　　　2017年度（基準年）の使用量：（
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電気：本社社屋での冷暖房は基準温度に設定し効率の良い運転を行う。
　　　　社屋内証明は、随時LED化を図る。また、設備機器の更新を計画し
　　　　省エネ機器によるCO2削減を検討する。

軽油・ガソリン　エコドライブを意識するとともに、空気圧を適正に保ち
　　　　　　　　　省エネを図る。



11 計画の推進体制および社員研修
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（推進体制）

推進委員長 代表取締役 黒保 勝郎

管理責任者 管理部長 三尾 雄太

（社員研修）

環境教育は、管理責任者の策定した活動計画に基づき、年一回実施する。
教育内容は、内部監査教育、ISO14001規格に基づき、行うものとしている。

推進責任者

推進委員


